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【研究ノート】
社会運動から学ぶ公共政策
――ブラジルの「土地なし農村労働者運動」（MST）1の事例2
筑波大学大学院公共政策教授　　
近藤エジソン謙二
１.　序論
　新自由主義あるいはグローバリズムは画一的な成長追求のために多様な社会
経済を破壊するだけでなく、自然破壊を推し進め、長期的な視点からすれば機
会の不平等化を生んでいる。新自由主義の産業モデルは才能があり教育の機会
に恵まれた者にはより多くのチャンスを与えるが、しかし、そうではない者に
1 Movimento dos Trabalhadores Rurais Sem Terra。
2 本研究ノートはすでに出版されている英論文（Kondo, E.K.（2006）「Learning 
from the Movement of Landless Rural Workers: Strategies to Build a Better 
World」住田育法、田所清克、萩原八郎、山崎圭一編『現代ブラジルにおける都市問
題と政治の役割―論集』京都外国語大学国際言語平和研究所、185-210）の翻訳を基
に作成されたものであるが、本研究ノートでは公共政策の視点を重視して、上記の
英語版から若干内容は異なっている。翻訳を主として用意してくれた丹波博紀氏と、
一部協力してくれた廣岡太郎氏に深く感謝を述べたい。日本語文の大幅な修正して
いただいた西俣先子氏に多大な感謝を述べたい。また、論文の構成と論点について
の重要かつ有意義な議論を持っていただいた西牧宏氏にも感謝をこの場を借りて述
べたい。この研究は、筑波大学による研究プロジェクトである「千年持続学の確立：
心性の持続性」と「比較市民社会・国家・文化特別プロジェクト」の一環として行われ、
筑波大学地域研究研究科と三功グループの支援も受けた。私達は、シーロ・コヘア
と、現地調査にかけ替えのない程に支援してくれた土地なし農村労働者運動（MST）
の他の成員のおかげでこの研究を進めることが出来た。この論文に使用された資料
は、2003年 9月になされたシーロ・コヘアの日本滞在に伴う彼との対話や、2004
年 3月の筆者によるブラジルのMST野営地や居住地での現地滞在、更には 2004年
10月と 2005年 1月に行われた同運動代表者達との対話を通じて集められたものだ。
MST野営地や居住地での現地滞在期間中、著者は環境資源コンサルタント、土居伸
光氏と、当時、筑波大学大学院の学生だったマリア・マジェーラ・リオ君、そして、
同じく当時、東京大学大学院の学生だった秋本佳祐君と行動を共にした。 
社会運動から学ぶ公共政策
224
はほとんどチャンスを与えない、という陰の側面も持っている。有形・無形の
財産を持つ者に他の人々の運命を左右する権力が与えられる一方で、財産を持
たない人々は、権力を持つ人々によって決められた不利な条件の下で生活せざ
るを得ない。一方、産業化と経済成長のあくなき追求による自然環境破壊は自
然の恵みに生存を依存していた辺境の人々の生活基盤をも破壊し、否応なく画
一的なグローバル経済に巻き込むという意味において二重の社会圧迫を与えて
いる。こうした現代産業モデルへの警鐘として、政府による規制強化と企業に
その社会的責任を求める声が高まっている。政府は本来、能力主義的社会がも
たらす不公正な結果を減らすため、労働、医療、教育などの分野において市民
を搾取から守る義務がある。しかし、実は、経済的資源を支配する人々自身が
政府により大きな影響力を行使する立場にあり、結果として法律を形成する権
力を有するという矛盾が存在している。
　政府の機能不全に対抗するべくこの何十年間、市民社会組織が重要な役割を
演じるようになった。こうした市民社会組織は、環境的不公正や貧困にあえぐ
人々、子ども、女性、障害者、少数民族など、社会的に不利な立場にある人々
の条件を改善するための規制強化を政府に求めている。ブラジルの私有地の同
時占拠と生存権をかけた戦いを端緒とする「土地なし農村労働者運動」（以下
MSTと称す）は、公民権を剥奪された人々が主体となって自らの未来を模索し、
貧しいものもよりよい将来の可能性が開かれるような法的環境を整備し、更に
は共同体による公共財の提供を行う「第三の道」の具体的な方向性を示唆する
ものである。また、競争による淘汰、拡大を基本思想としないその運営方法は、
環境と経済の共生の可能性をも示している。
２.　新たな公共政策へ向けて
　　―「土地なし農村労働者運動」（MST）の貢献
　公共政策の新の姿は能力や富を問わず誰もが威厳のある生活が出来る環境
を整えることだと言えるだろう。そのような公共政策を検証する前に復習し
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ておきたいコンセプトが公共財である。経済的な視点から、公共財（Public 
goods）とは、「いったん生産されたものは、誰もがその取得を妨げられるこ
となく、その恩恵を受けることが出来る」（Nicholson 1985:709）ものを指す。
ある共同体において、より多くの公共財（定義上、無償で消費出来る）を手に
入れることが出来るということは、その共同体の最も貧しい人々にとって好ま
しいことである。なぜならば、公共財が豊富にあれば所得に関係なく誰もが公共
財の恩恵を受けることが出来るからである。例えば、美しい水の流れる川などは、
近隣住民がコストを負担することなく魚を釣って食べることが出来る。このよ
うに、生態系に恵まれている者は、さらに綺麗な空気、水、安定した自然のサイク
ルによって経済的資本が無くても生きていけるのである。その他にも、公共輸送
ルート（誰でもアクセスできる道路や水路）、公衆衛生（病気や伝染病を予防す
るシステムの存在）、蓄積されてきた知識や知恵（現在有るすべての科学的、伝
統的知識）、安全（共同体の安全確保と物理的脅威からの自由）などが掲げられる。
　公共財に対し、私的財とは、市場に売られているもので、金を払って買うも
ののことを言い、誰かがその商品を買うと他の人はそれを消費することが出来
なくなるという特徴がある。それゆえ、資産を持っている者、また資産を得る
さまざまな必要条件（教育、健康、家庭環境、技術、ネットワークなど）を満
たしている者は、社会で幅広く商品を消費したり、生産に必要な土地や、建物
や、機械を取得することができる。
　パットナムなどが提唱した社会的資本（social capital）のコンセプトは、人
と人をつなぐ接着剤のようなもので、いわば、私有財産の活用を円滑に進める
ための無形の財産である。社会的資本があるところでは、生産性が高まり、コ
ストも削減できるといわれている。例えば、社会的資本の少ないところでは、
信頼関係が薄く、ビジネスにおいて、弁護士を雇い、確実な契約を結ばないと
仕事が安心して出来ない。3当初の社会的資本というコンセプトは、経済の発
3 詳細は Claridge 2004を参照。パットナムのイタリアでの研究成果は Putnam 
1993を参照。
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展段階を説明するのに使われた。発展途上国ではこうした社会的資本の欠如を
補完する方策として特に連帯経済（solidarity economy）と言う考えが、2000
年開催の世界社会フォーラム以降注目されている。MSTはなかでも先端を行
く代表的な例である。MSTも生産活動の効率性をもちろん求めるが、それは
競争に勝って得られるものとは別に、人を優先的に考え、協力から生まれる効
率性の追求である。さらに、企業や行政のハイエラルキーに基づいた運営体制
などを根本から考え直し、公共政策の領域である、教育、環境、ジェンダー、
人権などの問題も統合して新しい取り組みを実践している。競争に勝つことで、
収益性を上げる新自由主義経済の考えと異なり、個人や共同体が人間としての
夢の実現、自分の持っている特徴や、才能を伸ばす過程を味わえる場を作るす
なわち、「人間優先型経済」という新たな取り組みを展開している。表 1は簡
単に通常の市場経済の特徴とMSTの人間優先型経済の特徴の主要素を比較し
ている。
表 1　市場（新自由主義）経済と人間優先型経済の主要素
市場（新自由主義）経済 MSTの「人間優先型経済」
競争 協力
優秀であればあるほど良い教育が
得られる
全員に教育の機会を与える
利益優先 人優先
生産性重視 一人一人の可能性を活かす
優秀な者がトップに選ばれる
希望するものは誰でもトップの役割
を経験する機会が与えられる
資本は多く持っていればいるほど
増やしやすい
資本は出来るだけ公共財に投資する
資本集約型、単作大規模農業で低
コスト生産を図る
雇用集約型、多様性を活かしながら
有機栽培を試みる
小作人は競争に負け、土地なし農
村労働者になっていく
様々な組合組織で自立性と連帯関係
を築く努力をする
能力優先の階層制度を基に意思決
定を図る
参加型運営で意思決定を図る
（出所）筆者作成
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３.　従来の経済活動とMSTが取り組んだ新たな「人間優先型経済活動」
　MSTは社会運動でありながら、130万人の共同体として、通常行政のやる
べき働きも行なっている。MSTは公共的な役割を果たす過程で、生き延びる
ためにやって来た農業というビジネスを通常の利益重視から、人間を中心に
おく新たなビジネスへと進化させてきた。その新たなビジネスモデルを筆者は
Sustainable Communities in Brazil and Japan: Building a Social Business 
Model for Sustainable Societies Part Iで「持続可能な社会のための社会貢献
型ビジネス・モデル」と称している（Kondo, 2005）。
　MSTの取り組んできている人間優先型経済活動は、図 1に表わすように、
社会的、私的双方の収益性を求めると同時に、成員が人間として活かされて満
足な人生が送れる場を提供していると考えられる。すなわち、人間として生ま
れてきた意義を全うするのと同時に環境破壊と人間の周縁化を避けることを目
的としているのである。
　MST成員は生き延びるために生産活動を行なっており、このようなさまざ
まな社会的、かつ環境的要素を取り入れている団体は多くない。このような新
しい取り組みを始める最適な社会層は、搾取される貧困層にあるように思える。
彼らは経済の枠組みの中で犠牲者であるため、現在の経済は自らのために働か
ないことをよく知っている。地主達は冷酷な搾取の循環を維持させ、この環の
中で大衆は搾取され続ける。公共政策を担う立場の人々は搾取される集団の独
創力に慎重に注意を払うべきである。なぜなら、彼らの見出す手段の中には社
会のより能力をもたぬ成員を内包するという決定的な必然があり、彼らの仕組
みがより普遍化できれば、誰もが尊敬され、尊厳を感じることが出来、自らの
才能を開花させることが出来る新たな世界を創り出すことが出来るかもしれな
いからだ。
　MSTにおいては、図 1で示されている社会的有益性と私的収益性の双方が
初めから適切に機能したのではなく、初期の失敗や矛盾こそが、人間を中心に
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据える価値観の確立と具体的方法論の模索へと向かわせた。そして、より良き
取り組みへの柔軟で継続的な模索が、彼らに人間的な組織へと着実に進ませる
ことを促してきた。そしてその結果、組織の行動原理となる人間主義を作り上
げたのである。
　以下ではMSTが如何なる形で人間優先型経済活動を構成してきたか考察し
てみる。
４.　土地なし農村労働者運動（MST）
　MSTの土地の占拠は、一見暴力的な戦略に思われるが、実際は非常に平和
的な運動であり、市場経済に参加しつつも、利益追求主義とは違った規範と
（出所）筆者作成
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図 1　土地なし農村労働者運動（MST）の人間優先型経済活動の主要素
作成
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して機能しうるもう一つの生産形態を追求するものである。その居住地4では、
有機農法が採用されつつあり、また働く意志のある者を搾取、疎外することの
ない組織を目指している。すべての構成員には識字コースに参加し、標準的技
術または発展的な訓練を受け、輪番制で責任のある指導者として働く機会が与
えられている。両ジェンダーの平等な参加が強く求められており、彼らの生産
活動の柱となる規範は、競争よりも協力である。
4.1.　起源
　MSTの起源は、貧しい州から逃げ出さざるを得なかった土地なし農村労働
者を取り巻く社会・経済的条件の理解無しに語れない。1950年代からのいく
つかの農民運動を端緒とし、1970年代に起きた一連の出来事が 1984年 1月
21日の創設へとつながった。
　MST設立への大きな出来事は、レオネル・ブリゾーラ知事の下にあったリオ・
グランデ・ド・スル州で起こった。ブリゾーラは 1962年 1月 13日にサラン
ディ不動産の 2万 2400ヘクタールの土地を収用し、400の家族へと譲渡した
ことで、ブラジルで始めて農地改革を行った。この出来事が同州の他地域でも
土地の占拠を引き起こしたが、その後、保守派のイルド・メネゲッティが州知
事に当選したため、土地なし農村労働者は強制的に退去させられることになっ
た。その後、1964年の軍政移管によって運動は下火となり、再び運動が盛り
上がるまでに 10年以上の歳月が要された（Carter 2003: 6-7）5。
　ブラジルでは輸出主導型の農業生産が1970年代に始まった。既に綿花やコー
ヒー豆の生産に影響を与えていた農業の機械化が大豆生産にも及び、結果的に
多くの零細農業従事者が職を失った。大規模生産者は農民を伝統的な家族経営
の農地から追い出すことで経営規模の拡大を図り、追い出された農民に残され
4 ポルトガル語の‘assentamento’は居住地を意味する。
5 ブリゾーラについて詳細はWikipediaを参照。農地改革についてはMaestri（2000）
を参照。
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たのは二つの選択肢だった。一つは都市のスラムへ出て行くことであり、もう
一つはブラジルの奥地の未開拓の土地へ行くことだった。ブラジルの国境沿い
の開拓という戦略的目標に加えて、木材や鉱物、宝石資源の増産に熱心な政府
は、後者を奨励した（Harnecker 2003: 27-9）。
　1970年代末には石油産業のボイコットなどが産業危機を招き、都市での失
業が拡大していた。また、アマゾン地域への植民計画もインフラ不足、やせ
た土壌、疾病、ビジネスマンや多国籍企業による土地の購入ブームなどによ
り、失敗の兆しを見せていた。地所から追い出され、奥地の熱帯地方での植
民計画の失敗のために戻ってきた農民の多くは、どこにも行き場所がなかった
（Harnecker 2003: 28-9）。
　その農民のうち、リオ・グランデ・ド・スル州北部に位置するノノアイ保護
地区に侵入するものが現れた。しかし、1978年 5月に 1200家族はその地区
に生活するカイガン・インディオに追放され、再び行き場を失い、ロンダ・ア
ルタの道沿いや近くの自治体にとどまらざるをえなかった。それに引き続き
行われた政府との激しい交渉の末、118家族はリオ・グランデ・ド・スル州南
部のウルグアイとの境にあるバジェッに入植することを決めた。その他の 500
家族はロンダ・アルタから 1500キロ北にあるマト・グロッソ州に移ることに
なった。そして 9月 7日、110家族が広大な非生産的な私有地、サランディ地
所に押し入ったのである。彼らは警察からの圧力にもかかわらず抵抗し、激し
い交渉の末、州知事はその土地にとどまることを認めるに至った。軍政期に成
し遂げられたこの勝利が示すのは、政府がアマゾン地域に人を送ることは政策
上の誤りであり、農民は最低限生存可能な地域に土地を得る権利があるという
認識を引き出したということだった。MSTは、この歴史的な瞬間、1984年 1
月 21日に誕生したのである。6
　MSTの歴史は闘争の歴史であり、適応と生存のための進化の歴史、政府か
6 Carter （2003）は小作人運動における最初の勝利であるこの三年間の闘争につい
て、詳細な説明を行っている。Harnecker （2003）, pp. 31-38も参照。
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ら見放された人々の歴史でもある。彼らにとって政府へのチャンネルは非常に
狭く、制限されたものであったため、自らの居場所を既存の合法的空間の外に
求めた。彼らにとって、働き、生産し、生き残るためには無理やり彼らの要求
を通すことがただ一つの方策であった。創設から 20年余り、MSTは 130万
人を入植させ、搾取され希望が持てなかった土地なし農村労働者に生きる希望
を与えた。
4．2.　居住地の例　トリンタ・デ・マイオ地区
　本研究ノートではリオ・グランデ・ド・スル州に所在する幾つかの居住地の
例を使いながらMSTの本質に迫ろうとしている。特に、本節ではトリンタ・
デ・マイオ地区の概要を紹介し、後の章では、他の居住地の例も使いながら、
MST 全体を説明していく形をとることとする。
　居住地の多くは 30から 50の家族から構成されている。一般的にこれらの
家族の間には、野営地7の生活からの盟約がすでに存在している。これは彼ら
が共通に持っていた地理的条件、文化や価値観、未来への期待などが生んだも
のであった。各家族に割り当てられる土地面積は、地域や土地の質に応じて 8
ヘクタールから 25ヘクタール程であった。MSTは、過去の土地を巡る闘争
から、それが家族が生存していくための最低限の土地面積だと主張している。
トリンタ・デ・マイオ居住地はリオ・グランデ・ド・スル州の州都であるポ
ルト・アレグレから 50キロほどのところにあるシャルケアーダス市に位置し
ている。土地を獲得するための戦いは 19年前の 1987年に開始された。彼ら
は次から次へと 15の地所を占拠し、そのたびに臨時のキャンプを建設し、警
7 野営は初期の段階だが、その際、土地を持たぬ農民達は政府に窮状打開の圧力を
かけるために、非生産的な私有地や公有地を占拠する。彼らはこの期間、困難な生
活条件と警察や雇われたガンマンによる継続的な追い立ての脅威の下で、一時しの
ぎのプラスチック・テント暮らしをする。種々の脅威のため、野営地が一箇所に長
期にわたり留まることは稀で、状況に応じて場所から場所へと移動する。野営の段
階はおよそ 2年から 3年間続くが、5年以上の期間続く場合もある。例えば、セルジッ
ペ州出身のMSTのある若い成員は野営を 7年間行っていると述べていた。
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察や土地所有者に雇われたガンマンらに追い立てられた。1989年 5月には 30
日間にも及ぶ警察による大変厳しい包囲に苦しめられた。これらの土地占拠
に参加していたレオニール氏は、2004年 5月 14日筆者を自宅に招いてくれ
た折に、今でも思い出すたびに苦しい思いをすると語った。飛行機やヘリコプ
ターから毒物が散布され、警察や警察犬による攻撃によって、友人を失い、流
産した女性もいたという。彼らの戦いのうち最も厳しかった状況を記憶にとど
めるために、勝ち取った土地をトリンタ・デ・マイオ、つまり「5月の 30日間」
と名づけたのである。
　トリンタ・デ・マイオ居住地が開かれた 1990年、46家族が 850ヘクター
ルの土地の耕作権を認められた。彼らがその土地に入植したとき、彼らの間で
は大規模な生産の知識や技術を持つものがいなかった。そこで彼らは、最初の
30日間は「野外研究所」と呼ばれるワークショップを開催し、17のコースを
開設した。コースでは、居住地での生活に必要な実用的技術に加え、彼らひと
りひとりが長年夢見てきた活動も組み込まれた。裁縫やチェス、ジャーナリズ
ム、ギターなどの講座が開設され、30日間続けられた。
　彼らは土地の使用を認められていたが、土地には草木がなく、彼らの持ち物
は雨をしのぐための黒いプラスチックシートだけであった。入植者らはまず彼
らの家の材料とするべくユーカリの植林を始めた。プラスチックテントから抜
け出して、ユーカリの木の家に移るのに一年を要した。2004年までの 14年
間の努力によって、現在では全ての者が簡素ながら、快適な家に住んでいる。
５.　社会運動から自立へ
5.1.　新たな出発はかつての出発より良いものに出来るか？
　ここまで見てきたように、MSTは特に土地をめぐる戦いの期間はもっぱら
社会運動であると見ることができる。自らの土地を獲得して以降の期間は、生
産、分配、生産活動を強化し、ビジネスの世界で生き残るという新たな段階を
迎える。この第二の段階は以前に比べて暴力的ではないが、以前の所有者によっ
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て消耗しきった土地を回復させうる生産システムを作り上げるという、新たな
挑戦であるといえよう。
　多くの土地なし農村労働者は、家族で小さな土地を耕していたか、季節農
業従事者であり、農業の知識や経験を有していたが、近代的なモノカルチャー
農業のせいで土地を失っていた。なかには土地を耕したことのないものもいた。
農業経験がなかった入植者たちのハンディは大きく、経済的状況や政策が好転
しない限り、再び土地を失い貧困へ逆戻りすることが予想された。桁外れの試
練にさらされたMSTは、農業ビジネスの分野で競争に耐えうるシステムを作
るだけでなく、その競争のあり方自体を問いかけ、政府の政策に影響を与える
方策を探し続ける必要があった。現在も、これは大きな課題としてMSTの肩
にのしかかっている。　
5.2. 搾取の現実
　これまでに述べた土地なし農村労働者たちの事例からわかるように、現代
の世界は彼らのような人々に対して困難なものであった。次に述べるように、
MSTの入植者たちは、新自由主義に基づいて成立したルールの下で行動する
ことは、搾取や社会的な不和を生じさせ、労働者にとって危険なものであると
自らの経験で学んで行った。また、有害な化学物質を使用する農業生産技術は、
生態系に害を与え、有益な植物や虫、鳥獣などを死に追いやると知ったからで
ある。MSTは労働者にとって搾取的でなく、害を与えず、環境を守ることの
できる別の生産方法を選択する必要があることを苦い経験を通して理解するよ
うになるのであった。
６.　土地なし農村労働者運動（MST）から学ぶ公共政策
6.1.　不利な産業的、行政的要素との関わり
　通常の起業家はある事業に取り組むとき、十分な競争力が保持できる状況が
そろっていれば市場参入を図り、競争力を十分持っていないと見れば市場参入
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を避けると言う選択肢をもっている。他方で、土地を所有しない人々がそのよ
うな選択肢をもたなかったことは言うまでもない。彼らが受け取った土地は、
彼らにとって唯一の選択肢であり、彼らはただ、その土地を最大限有効に利用す
るしかなかった。商業環境が整い、経済的な報奨が大きいといった最適な条件が
提供される場所に投資することが可能な資本家達と異なり、土地なし農村労働
者は、明らかに不利な環境の下でどうにか成功をおさめなければならなかった。
　行政の無能力によって市民を守る公共政策が整わず、あるいは政府に影響力
を持つ大地主達が意図的に差別的な規定を創ることによって、零細農民は不利
な状況におかれる場合が少なくない。例えば、トリンタ・デ・マイオの住民の
ニナは、零細農民達に課された食糧品の商業化基準が障壁になっていることに
ついて語った。商業許可を得るために、牛乳を初め、多くの生産物が加工され、
産業化される必要がある。そのような規定は零細な生産者を大規模産業団体に
依存させ、彼らの労働力が搾取される方向へと向かわせる。8
6.2.　人を中心におく組織
　組織関連では、MSTは人を中心に置くという考えから、共同体意識、参加
型意思決定、人材育成重視、男女平等、協力について強調する。
　6.2.1.　共同体意識
　初期の数年にわたりMSTを支配していた信念は、単独で行動する個々の
家族は厳しい経済環境において生き延びることはできないというものであっ
た。大規模農業事業によって支配された環境を生き延びるために、彼らは団結
し、そうした事業に対抗できるだけの規模を形成して活動しなければならない
と思った。9
8 2004年 3月 14日午後 6時頃にリオ・グランデ・ド・スル州シャルケアダス市で
行われたトリンタ・デ・マイオ居住地でのニナ （実名イヴォネッテ・トニン） との対談。
9 2004年 3月 16日の夕方、ロサ・ノバ居住地の訓練センターでのシーロ・コヘア
やアルテミオ、マルコス・モンテイロ、マリノ・デ・ボルトレ、アントニオ・クルス、
ファビアノ、そしてその他の者達との対話に基づく。 
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　1989年、協同作業の初期の試みがリオ・グランデ・ド・スルのバジェッ地
方の居住地で見られた（図 2）。しかしながら、8から 11家族による初期の組
合や連合会は成功せず、MSTは既存の集団同士を結び合わせることによって
より大きな組合集団を促進することを試みた。だが、これと言った進展が見ら
れないため、多くの入植者達は集合的な組織を形成することは困難であると信
じ込み、彼らの多くは各組合から離脱していった。打開策を探すMSTは、多
くの入植者達が作物の流通に苦しむ状態を見て、今度は流通専門の「広域農業
入植者組合」10（COOPERAL）を創設した。誰にも必要とされる特定の公益業
務を提供する、この新たな組合のあり方は、幅広い層から支持されるものであっ
た。
　多くの居住地で失敗に終わった組合とはすべての活動（投資、生産、販売）
を協同で行なう形態であり、現在では他の組合と差別するために「生産組合」
と呼ばれている。しかし、最初の困難を乗り越え、協同作業を円滑に進める方法
を見つけた生産組合は比較的成功を収めているとMSTは言っている。筆者が
10 Cooperativa Regional dos Agricultores Assentados。
  
（出所）筆者作成 
リ オ ・ グ ラ ン デ ・ ド ・ ス ル 州 
ト リ ン タ ・ デ ・ マ イ オ 居 住 地 
COPAC生 産 組 合 
ラ ゴ ア ・ ド ・ ジ ュ ン コ 居 住 地 
COPAT生 産 組 合 
バ ジ ェ ッ 地 方 近 郊 の 複 数 居 住 地 
COOPERAL組 合 
ブ ラ ジ ル 
図 2　移住地と組合の関係―リオ・グランデ・ド・スル州の例
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訪問したうちの二つの居住地では一部の成員は生産組合に属し、すべての生産
作業を協同で行なっていた。一部は各家族が個人事業として農業を営んでいた。
例えば、トリンタ・デ・マイオ居住地では、27家族が「シャルケアダス入植者
の牧畜農業生産組合」11（COPAC） に属しており、19家族が個人事業としてやっ
ていた。しかし、個別に作業を進める家族においても、互いに農具を貸しあった
り、いくつかの活動を共にするなど、非公式なかたちで協力し合っている。結
果的には、最初のピュアーな生産組合は定着しなかったものの、クレジットや、
流通といった特定のニーズをターゲットした組合は全国に広まり、個人事業と
して営んでいる者も形にとらわれない様々な協力関係を結んで活動している。
　6.2.2.　参加型意思決定
　MSTは、末端にいる個人成員から全国レベルの問題を検討する全国代表委
員会のメンバーとの間の情報が出来るだけ迅速に流通するよう勤めている。例
えば、ある問題に対して、ブラジル中の成員と全国代表委員会が同じレベルの
情報を保持しながら決断するといえば、およそ 200万人の人々が参加する大
集会を開催するほかないだろう。そのような大集会は不可能なゆえ、MSTは
全国から各州へと、各州から各地域へと、各地域から各居住地へと、そして各
居住地から各班へ頻繁に情報が往復する構造になっている。
　草の根の段階としては、人々が運動に参加するか否かを討議しているその瞬
間から始まる一連の過程の中で、お互い親密な関係にあるおよそ 8から 10家
族が「班」12を構成する。次の段階は「野営地」か「居住地」である。野営地
や居住地の人口は土地の規模に応じて様々だが、典型的な人口は 100人から
200人程だ。次の段階は、数千からおよそ 30万人にも及ぶ「州」の段階である。
バイア州のような、より大きな州では数百人から数千人の中間的な「地域」の
段階が設定されている。そして、「全国的」な段階は、既に入植しているおよ
そ 130万人と、野営地の 50万人から 100万人の人々で構成される。各々の段
11 Cooperativa de Produção Agropecuária dos Assentados de Charqueadas。
12 ポルトガル語では Núcleos de baseと称する。
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階は、それぞれの成員にとって固有の特色や必要性に応じて、自らを組織する
ための自由が認められている。
　各々の段階の議論には、まず幅広い参加を確保するため、また様々な人々
と彼らの役割が正確に各々の段階に反映されるように、大勢の代表者が参加す
る仕組みとなっている。土地なし農村労働者運動の全国レベルの会議は、通常
一年に 2～ 3回開催される。300名（2005年までは 107名であった）の代表
者によって議論が行なわれるが、それに至るまでに、州、地域、居住地各レベ
ルで同じ議題が事前に議論されて、それを基に決断はなされている。MSTの
意思決定のひとつの特徴は、全国レベルの委員会は、州や居住地などの委員会
に対して権力を持っているわけではなく、ただ広範囲な調整役を果たす機能を
持っているということだ。意思決定方法は、調整役を果たす中心グループから
（全国レベルであれ、どのレベルであれ）、末端にいる各成員までが効果的に参
加でき、情報を有効に流通させる仕組みになっている。
　6.2.3.　人材育成重視
　MSTは出来るだけ土地なし農村労働者が人間的、また技術的、知識的に向
上できるために自ら設置したトレーニングセンターや、大学や NGOなどと共
同で設置したコースなどで、読み書き教育から、高等教育、大学教育までの教
育を幅広く提供している。日常の活動でも、交渉力や経営力を身につけられる
ように、あらゆる段階のポジションを経験できるように配慮がなされている。
　例えば、政府高官と何かの問題で交渉に行くとき、「代表者一人と会談する」
と言われても、常に大勢で行くことにしている。そのような方針にはいろいろ
な理由があるが、一つの実質的な目的はより多くのものに政府高官との交渉の
場を経験させるということである。
　居住区に設置されている組合などの役員も能力があるなし問わず、なるべく
一年の任期が終わり次第、他の人に機会を提供するという習慣がある。地域に
よって差はあるが、トリンタ・デ・マイオ居住地内の COPACでは役員は一
年間の任期を務める。その反面、COOPERALというバジェッ地方近郊（複数
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の居住地をまとめる地域）の組合では、役員は二年間の任期を勤める。もちろ
ん、状況が必要とすれば、複数回にわたって役員に任命されるものもいる。
　6.2.4.　男女平等
　MSTでは女性の小作人の運動への平等な参加は積極的に且つ細心の心配り
をもって推進される。MSTの理解では、運動内の全ての活動と役割に女性が
参加することを促進するだけでは、保守的で男性支配的な農村部の環境に変化
をもたらすに十分ではない。MSTは、男性が率先して家の清掃や子育て、調
理などに取り組むことによって一歩踏み出すように促す。確かに個々の、また
は地域間格差があり、更なる進展の余地はあるが、運動は伝統的男女の役割分
担よりもヒューマニティを重んじる環境を創り出す特筆すべき結果を成し遂げ
ている。また、MST組織の全ての段階において、代表者の男女比率をおよそ
半々で保つように多大な努力がなされる。数年前、MSTは地域行政へ働きかけ、
農村部に暮らす女性達（MST成員問わず）の身分証明書を得るキャンペーン
を行なった。身分証明書がないことによって、女性は政府の援助も受けること
ができず、あるはずの市民権は手の届かないものとなっていた。それゆえ、以
前は男性への依存度も増え、家庭内でも搾取される状況が珍しくなかった。
　6.2.5.　協力
　多くの組織は「協力」を価値あるものとして唱えるが、実際に組織の行動原
理として内面化されているかについては疑問が残る場合が多い。MSTの成員
によって「協力」がどれだけ内面化されてきたかは、どのようにMSTが有機
栽培の種子生産を開始したかを説明するシーロ・コヘアによる物語から察する
ことが出来る。不慣れながら、リオ・グランデ・ド・スル州にて種子生産を行
うメジャーの種子生産会社から、MSTは何社かの種子会社と、地方入植者に
よる種子生産の契約について交渉をもった。一年後、数人の入植者は他の者達
よりもっと生産性が良く、種子会社は最も成功している何軒かとのみ契約の更
新をすることに決めた。MSTはこのとても合理的な「経済の」基準に合意し
なかった。シーロに従えば、「最も成功していない種子生産者こそ、最も助け
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を必要としているのだから、どうして彼らを見捨てられるのか？」ということ
になる。結果としてMSTは競争よりも協力の概念に基づいた種子生産事業を
自前で開始することを決めた。
6.3.　人を中心におく技術選択
　大多数の居住地は有機栽培による生産を試みるための対策を用意している。
リオ・グランデ・ド・スルのラゴア・ド・ジュンコ居住地内の「タペス入植者
の牧畜農業生産組合」（COPAT）13の役員の一人である、タルシジオが次のよ
うに説明した。「もし私達が資本集約的な単一栽培で用いられる技術をもって
土地を利用するならば、私達は土地なしに戻ることになるだろう」。14同様の説
明は、トリンタ・デ・マイオ居住地内の COPACの役員の一人であるペドロ・
ヴァチエーによってなされた。ペドロが説明するには、COPACは初めに大土
地所有者を真似て、化学肥料の利用に依存する資本集約的な農業形態を採用し
ていた。だが、何年か後に、そのような生産手段はただ労働者を排除し、労働
者を周縁化するだけではなく、流通の最終段階にいる消費者と同様に農場労働
者も毒する危険にさらすことを、彼らは発見した。今日、生産はもっぱら有機
農法で行なわれている。15
　COPACの主要生産物は米と、牛乳、牛肉、豚肉、鶏肉、卵、野菜だ。ペドロ・ヴァ
チエーは、COPACの組合員は彼らがこれまで見てきた大土地所有者のように
豊かになりたいと、どれほど思っていたか説明する。大土地所有者の生産方式
に張り合おうとして、彼らは化学肥料や除草剤、殺虫剤の利用によって成し遂
げられる集約的農業を行う技術を採用した。しかしながら、5年後、彼らは土
壌の肥沃さが減少していくために、産出量は横ばいであるのに対して、化学肥
13 Cooperativa de Produção Agropecuária dos Assentados de Tapes。
14 2004年 3月 15日午後 7時頃リオ・グランデ・ド・スル州タペス市で行われたラゴア・
ド・ジュンコ居住地でのタルシジオ・ステインとの対談。 
15 2004年 3月 15日午前にリオ・グランデ・ド・スル州シャルケアダス市で行われ
たトリンタ・デ・マイオ居住地でのペドロ・ヴァチエーとの対談。 
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料の利用は増加し、生産費用はますます増加していることに気がついた。これ
に付け加え、大規模単一栽培を行うことで、土壌は固められ、塩分濃度が増し
ていった。農法の再評価と打開策の議論を重ね、入植者達は主に野菜生産を目
標とする、有機農法と伝統的な技術に基づいた、より地球環境に優しい技術を
採用することに決めた。今日、天然の防虫剤が野菜農園に利用され、化学殺虫
剤はどうしても必要な場合に限り利用される。彼らは土壌管理のために、輪作
の一部として緑肥作物を栽培しており、堆肥化作用、微生物肥料としてミミズ
を利用した高品質の腐葉土の生産を行っている。移行の初期の段階では、米の
産出高は年間 1200トンから 300トンに著しく低下したが、こうした農法を学
習するにつれ、費用の削減や生産物の品質改善、居住地における食糧の安全性
の増加といった利点を伴いながら、年間 500トンあたりまで増産することが
可能となった。16初期では米の生産に大きく依存していたが、新しい有機農法
に伴い、多数の作物も作り、自給自足できる基盤も築いた。米の生産コストが
減少するだけでなく、農薬を使わない高品質な米は COPACが経営するスー
パーでも好まれ、より良い値段で販売できるようになった。
　今日の COPACの生産物の大部分は有機農法により産出されているが、認
定書はまだ下りていない。2003年には米の生産は私営企業によって認定書を
交付された。しかし、2004年には、この会社が生産された全ての米を買い取
りたいと言う申し出に、COPACが拒絶したことによって、この会社は認定書
の交付を発行しないことを決めた。現在、州政府に認定書を申請中である。17
　彼らの酪農生産（合計 300頭いる畜牛のうち 70頭が現在、牛乳生産を行っ
ている）において、彼らは、ヴォアザンが考案した低投資かつ合理的に畜牛に
生草を食ませるための運営方法を採用している（Krieger 1994）。18ヴォアザン
16 2004年 3月 14日午後 6時頃にリオ・グランデ・ド・スル州シャルケアダス市で
行われたトリンタ・デ・マイオ居住地でのレオシィール・カザロットとの対談。
17  Ibid. 初めからMSTが州政府の認定を依頼しなかったことには彼らなりの理由が
あると言われたが、明らかにはされなかった。 
18 この方法はパリの獣医学研究所の教員、アンドレ・ヴォアザンによって開発させら
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の方法の考え方は、植物や動物は相互補完的であるということだ。小規模の遊
牧地への畜牛の出入りを上手く取り扱うことによって、常に遊牧地は良好の状
態にあり、また動物は青々とした牧草を食べることが出来る。
　養豚場や養鶏場もまた同様の原理に従っており、そうした動物は寿命の非常
に多くの時間を（拘束とは反対に）開かれた牧草地で過ごす。結果として、大
規模な会社で生産されるものと異なり、居住地での生産は様々なホルモン添加
薬を使用しておらず、彼らの飼育する豚や鶏は市場において高い支持を受けて
いる。
　COPACでなされた技術選択は、環境の改善につながり （土壌回復におい
て自然環境の循環を尊重して、化学製品の利用を避ける）、産出への人間の貢
献 （資本集約的よりむしろ、労働集約的）を高めている。また人々が参加す
る中で統一見解を編み出していく一連の過程に伴う共愉（コンヴィヴィアリ
ティ）19を得ていることがみてとれる。加えて、非常に多品目な野菜の生産を
選択したことは、彼ら自身の充足度を高めて、共同体の成員全体が様々な領域
で多様な技術を学ぶための機会を提供している。
　適切な技術選択の問題は、MSTが組織として闘うための選択の一つである
が、現在の技術選択は近隣の地元住民や消費者に利益をもたらしている。トリ
ンタ・デ・マイオの歴史は、土地を持たぬ人々もまた、最初はすぐに裕福にな
れるという不正確な期待に惹かれ、資本集約的な技術に真正面から飛び込んで
いってしまうことを示している。しかし、彼らの取り組みは必然的に迂回路を
れ、最初にニュージーランドに知られるようになった。
19 コンヴィヴィアリティに 関しては Illich & Burremans の The Tools For 
Convivialityを参照。The Tools For Convivialityの邦訳書では“convivial”を、「自
立共生的」と訳しているが、この訳語には“convivial”のもつ「（食事などを）共に
愉（たの）しく」といった語意は反映されていない。“Convivial”の他の訳語として
は、「自律共働的」といった言葉もある。古瀬幸広と廣瀬克哉の岩波新書『インターネッ
トが変える世界』（1996年）では“convivial”を、組織やシステムに操作されてい
ない状態、つまり人間が道具として操作されない、「共に愉（たの）しい」状態であ
るとして、「共愉（きょうゆ）的」と翻訳している。本文ではこの訳を採用して「共愉」
を用いた。
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含むものだ。この取り組みは、彼らを資本集約的な技術選択の限界をより深く
理解することを可能にさせた。時と共に彼らはそのような技術選択の弱点を発
見して、有機農法への移行を決意する。
6.4.　社会の価値観と、顧客の社会意識と、地域市場と向き合う姿勢
　通常の会社が行う顧客に対する考慮は、ある製品を消費者にとって最も高い
価値のある物にするために、どのように自社製品を市場に提供するかを模索す
ることを意味する。このような企業による製品のポジショニングは、ある製品
を入手することで得られる個人的な満足や、肯定的な特性を製品に付与するこ
とで、製品に訴求力をもたすことを意味する。例えばそうした印象の一例とし
ては、クールや官能的な印象、または環境や社会に対する意識の高さを喚起す
るものが挙げられる。
　しかし、企業によって追及される顧客に対するポジショニングは全体的に顧
客の利己的欲望に焦点を合わせており、またその製品が環境や社会全体にいか
なる影響をもたらすかという、究極的な利害は度外視される。多くの場合、企
業の宣伝広告には真実でないものが含まれる。例えば、車の宣伝は、もし現実
世界であるならば滅多に拝めそうもない程に美しい自然に囲まれた、驚くべき
ことに他に車の全くない道路を舞台にして製作される。空気清浄機や洗剤、衣
類は多くの人々が夢見るような驚くべき特性をもつものとして描かれるが、し
かし、実際には現実から程遠い。ガソリンの燃焼に伴う煙の排出や、鉱物採取
の結果としての醜い風景、石油流出による生態系の破壊、衣類や他の消費財を
染めるために利用される化学製品による汚染など、そうした消費に伴う結果は
決して企業による宣伝には正確に表現されない。選択的に、ただ肯定的な製品
の効果のみが提示される。
　社会責任を本当に自覚した企業は、彼らの製品が労働者や関連のある一般大
衆、または環境にいかなる影響があるかを公表するだけでなく、一般大衆や環
境が益するため努力も行うはずである。多くの場合、消費者自身は製品の多く
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がもたらす結果についての自覚がない。ならば社会的責任の自覚がある企業は
製品のもつ肯定的、否定的双方の影響に関して消費者を教育するように努める
べきだろう。
　例えばMSTは、企業の社会的に無責任な態度に対する住民の自覚を高める
ために、「遺伝子組み換え作物（GMO）20標識を付ける」日を計画したり、事の
深刻さについて活発に問題提起している。誤った情報が瞬く間に広域に伝わる
今日の世の中において、MSTは、GMO同様に、化学製品を集約的に利用する農
作物生産方法の危険性を消費者に明らかにする活動も活発に行っている。また、
MSTは有機栽培農園で作物を生産し、また自然や作業者、または地域共同体に
危害を加えない技術を利用することで、彼らの行動と言説が首尾一貫したもの
になるように最大限の努力をしている。しかしながら、ニナによれば、MSTの努
力にも関わらず、リオ・グランデ・ド・スルで生産される大豆の 80パーセン
トが GMOであるか、GMOによって「汚染された」ものであるという。大豆オイ
ルのような大豆に由来する多くの製品もまた、GMOによって汚染されている21。
　多くの作物に見られる GMO「汚染」の問題は、MST居住地だけでは何も
出来ない大いなる挑戦だと言える。例えば、COPACは、有機農法によって居
住地で生産された、より安全な野菜や家禽、肉を提供することに主眼を置い
たスーパーマーケットを開いた。残念なことに、GMO内容を明記する義務が
法制化されていないため、加工食糧品に使用される材料の納品業者は、材料
に GMOが含まれているか、GMOが含まれていないかを区別できない。人気
20 「遺伝子組み換え作物」は GMOとも知られており、英語の Genetically Modiﬁed 
Organism の頭字語である。GMOはアレルギー反応を起こしたケースも知られて
おり、一部の学者達（Altieri 2001, Rosset & Mittal 2001, Shiva 2001）は、消費者
の安全が保障できないうえ、小作人の生活を脅かすと訴えている。日本でも「NO! 
GMO CAMPAIGN」などは、GMOは消費するべきではないと訴え、ホームページ
（http://www.no-gmo.org/info/book.htm）で関連書物を紹介している。
21 2004年 3月 14日午後 6時に行われたリオ・グランデ・ド・スル州シャルケアダ
ス市のトリンタ・デ・マイオ居住地の指導者の一人、イヴォネテ・トニン（ニナと
してもまた知られる）との対談による。
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のある加工食料品の多くが GMOによって大きく汚染されている可能性がある。
COPACは、彼らの GMOに対する闘争の一方で、自らのスーパーマーケット
で GMOに汚染された食料品を販売しているかもしれないことに矛盾を感じて
いる。しかしながら、もし政府によって厳密な GMO内容の明記が行われない
のならば、MSTの成員はこうした矛盾を取り除く手段を得られない。
6.5.　MSTの社会的、かつ私的な収益性
　草の根でしっかりされた議論による意思決定の過程と、土地なし農村労働者
に対する極めて厳しい数々の社会環境が、MSTに団結力の強い組織構造を発
展させる成因となったことは推測し難くない。同時に彼らの技術選択は、「人間」
を生産過程における中心的行為者としてはっきりと位置づける。MSTの活動
は、生存に必要な私有財の生産活動に支障を来すことなく、優先順位の高い公
共利益をもたらすために必要な状況を改善し、また共同体成員の暮らしを改善
する。
　改善された公共利益のいくつかの例は次の通りである。
•　日陰をつくるために樹木が植えられたり、農作物が昆虫や鳥をもたらした
り、また化学肥料の代わりに堆肥を利用することで表土が回復するなどの
生物的多様性の増加。
•　化学肥料や除草剤、殺虫剤の使用の削減による土壌や地下水の汚染の減少。
•　MST内で責任を担う機会を通じての成員の自尊心の回復。
•　全員に開かれている講座、あるいはMST内で責務につくという形でなさ
れる重要な学習の機会。
•　農村部に暮らす女性達が身分証明書を得ることによる男性への依存の減少
と市民権の回復。
•　生産者と消費者間の相互理解による地域市場の新たな活性化。
　もちろん、入植者も、自らの生活を改善するために私的な利益を必要とする。
改善のいくつかの例は次の通りだ。
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•　安全で、質の高い多様な作物の自給自足の達成。
•　近隣の地元住民の余剰農産物の高い需要による居住地での収入増加。
７.　現代社会に託された課題
　現代の経済の仕組みを動かす論理は競争と利益に基づいている。その論理に
よれば、企業は、主要な「資源」を確保して、適切な「組織構造」と「技術選択」
により最も高い「顧客価値」をもたらすことの出来る製品を低コストで製造販
売することを目指す。この経済の仕組みは、最も優れた事業者を選び抜き、報
いるが、最も劣った事業者にはほとんど何も残さないことを理解することは難
しくない。多くの場合、「平均的」で「成功した」人々は、貧しい人々をあた
かも「悪い性格」で、「汚く」、「伝染病」によって侵されているかのように扱い、
貧しい家庭で生まれることが、犯罪であるかのような対応をする。貧しいこと
は物質的に恵まれた生活をおくれないだけではなく、尊厳をもった市民として
扱われないことをしばしば意味する。
　この研究ノートにおいて記述してきたMSTの事例が示すことは、MSTの
成員は収益見込みだけによって衝き動かされないということだ。彼らは公共の
福利に対する本質的な義務感によって動かされる。彼らも人間であり、人間と
して彼らもまた標準的な欲望をもつため、彼らが私有財や利益に関心がないと
言っているのではない。しかしながら、違いは私有財や利益というものは、そ
れなりに満たされた生活を送る上での手段として見なされ、それ自体が目的で
あるとは見なされない点にある。彼らの目的は人が人に搾取されない新社会を
作ることだ。その過程で最も貧乏な人も自然のもたらす公共財にアクセスでき
るために、環境を守り、人間の尊厳される社会環境をMST内で築き上げ、全
社会へその志が伝わっていくように務める。
　この研究ノートでは、弱者自身があらゆる面で不利な状況を打開するために
自ら、影響できる範囲で、公共財を守りまた広まるため、公共的な活動に打ち
こんで来た社会運動の試みを考察した。MSTは、自ら動くことで、弱者が必
社会運動から学ぶ公共政策
246
要とする真の公共政策の見本を社会に見せようとしている様にも映る。行政と
ビジネスがすこしでも心を打たれ、影響されることを、期待したいところであ
る。しかし、ブラジルの主流メディアの報道を見る限り、MSTは、当分現実
に厳しい対立を強いられる中、創造性豊かな打開策に取り組んでいくしかない
のではないだろうか。
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